
No.1 
国立大学法人京都工芸繊維大学特定再雇用職員就業規則の一部改正について 

新 旧 対 照 表 

   は改正箇所を示す。 

現 行 条 文 改 正 後 

第１条から第８条まで（略） 第１条から第８条まで（略） 

（基本給） 

第９条 特定再雇用職員の基本給の級は、当該職員の勤務内容等に応じて

定めるものとする。 

（基本給） 

第９条 特定再雇用職員の基本給の級は、当該職員の勤務内容等に応じて

定めるものとする。 

２ 基本給の月額は、次の表に掲げるとおりとする。 ２ 基本給の月額は、次の表に掲げるとおりとする。 

職種 級 
基本給の月額 

フルタイム型職員 パートタイム型職員 

事務職員、 

技術職員 

１ 円 

２１４，０００ 

円 

１７１，２００ 

２ ２５４，０００ ２０３，２００ 

３ ２７３，４００ ２１８，７００ 

４ ２８８，５００ ２３０，８００ 

５ ３１３，９００ ２５１，１００ 

６ ３５５，６００ ２８４，４００ 

看護師 
１ ２５４，２００ ２０３，３００ 

２ ２６１，４００ ２０９，１００ 
 

職種 級 
基本給の月額 

フルタイム型職員 パートタイム型職員 

事務職員、 

技術職員 

１ 円 

２１４，４００ 

円 

１７１，５００ 

２ ２５４，４００ ２０３，５００ 

３ ２７３，８００ ２１９，０００ 

４ ２８８，９００ ２３１，１００ 

５ ３１４，３００ ２５１，４００ 

６ ３５６，０００ ２８４，８００ 

看護師 
１ ２５４，６００ ２０３，６００ 

２ ２６１，８００ ２０９，４００ 
 

３ （略） ３ （略） 

（諸手当） 

第１０条 諸手当の額等は、国立大学法人京都工芸繊維大学職員給与規則

（平成１６年４月１日制定。以下「給与規則」という。）第１９条、第

２０条、第２３条、第２６条、第２８条、第２９条、第３０条、第３１

条、第３２条の２、第３２条の３及び第３２条の５に定めるところによ

る。ただし、期末手当及び勤勉手当の額は、次表に掲げるとおりとす

る。 

（諸手当） 

第１０条 諸手当の額等は、国立大学法人京都工芸繊維大学職員給与規則

（平成１６年４月１日制定。以下「給与規則」という。）第１９条、第

２０条、第２３条、第２６条、第２８条、第２９条、第３０条、第３１

条、第３２条の２、第３２条の３及び第３２条の５に定めるところによ

る。ただし、期末手当及び勤勉手当の額は、次表に掲げるとおりとす

る。 

資料 8 



No.2 

期末手当 勤勉手当 

６月期 基本給の月額に、１００

分の６５を乗じて得た額 基本給の月額に、１００分の３

７．５を乗じて得た額 １２月期 基本給の月額に、１００

分の８２を乗じて得た額 
 

期末手当 勤勉手当 

６月期 基本給の月額に、１００分

の６５を乗じて得た額 基本給の月額に、１００分の４

０を乗じて得た額 １２月期 基本給の月額に、１００分

の８２を乗じて得た額 
 

 

第１１条から第１３条まで（略） 

 

 

第１１条から第１３条まで（略） 

（休日） 

第１４条 土曜日及び日曜日は、休日とする。 

（休日） 

第１４条 土曜日及び日曜日は、休日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第３項の規定により勤務日を定める場

合は、他の曜日を休日とすることがある。  

２ 前項の規定にかかわらず、前条第３項の規定により勤務日を定める場

合は、他の曜日を休日とすることがある。  

３ 前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、国民の祝日に関する法律

（昭和２３年法律第１７８号）の定める国民の祝日及び１２月２９日か

ら翌年の１月３日までは、休日とする。ただし、業務上の都合により、

これらの日を勤務日とすることがある。 

 

第１５条から第１９条まで（略） 

 

  附 則（略） 

 

 

３ 前条第１項及び第２項の規定にかかわらず、国民の祝日に関する法律

（昭和２３年法律第１７８号）の定める国民の祝日、１２月２９日から

翌年の１月３日まで及び８月１６日は、休日とする。ただし、業務上の

都合により、これらの日を勤務日とすることがある。 

 

第１５条から第１９条まで（略） 

 

   附 則（略） 

   附 則 

１ この規則は、平成  年 月 日から施行し、平成２８年４月１日か

ら適用する。ただし、第１４条第３項の改正規定は、平成２９年４月１

日から施行する。  

２ 平成２８年６月に支給する勤勉手当に関する第１０条の規定の適用に

ついては、同条に定める表中「１００分の４０」とあるのは「１００分

の３７．５」とし、平成２８年１２月に支給する勤勉手当に関する第１

０条の規定の適用については、同条に定める表中「１００分の４０」と

あるのは「１００分の４２．５」とする。  

 


